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２０２５年１２月１０日 内閣府消費者委員会 プレゼン 

実務家から見た製造物責任法改正の必要性 

東京 PL 弁護団代表 
PL オンブズ会議代表世話人 

弁護士 中 村 雅 人 
第１ 前提としての来歴 
１ 欠陥製品の立証の困難性   

   民法は、明治２９年に対等な私人間の紛争解決のルールとして制定された。 
   不法行為に基づく損害賠償請求は、被害者が、加害者の故意または過失を証明する必

要がある。 
   科学技術の急速な進歩は、消費者が、情報を独占するメーカーと対等に戦うことを著

しく困難にした。 
そこに民法(７０９条)を適用するのは不公平で正義に反する結果となる。 
これを公平なルールに修正しようとしたのが製造物責任法であり、世界中の国で立法

が試みられた。 
２ 製造物責任法の登場 

アメリカにおける判例
ヨーロッパにおける EC 指令(１９８５年)
日本の製造物責任法は１９９５年７月１日施行

３ ルールの基本は過失の証明を不要とするもの(無過失責任、欠陥責任)
   製造物責任法第３条 
    「製造業者等は、・・・・その引き渡したものの欠陥により他人の生命身体又は財

産を侵害したときは、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。」 
   同第２条② 
    「この法律において「欠陥」とは、・・・・・当該製造物が通常有すべき安全性を

欠いていることをいう。」 

第２ 法制定後の実情 
１ 「欠陥」の立証、欠陥と損害発生との「因果関係」の立証が困難であろうことは立法 

前から分かっていた。 
元々学者、弁護士から「推定規定」の要求があった。 
・日弁連試案、 ・東弁試案  ・私法学会試案
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国会審議でも議論になった。 
政府答弁は「個々の訴訟において裁判所による事実上の推定の活用で対応できる」 

  だから条文にしなくていい。 
２ 裁判の現場ではどんなことが起こっているか 

別紙事例①②③参照 
    消費者にとって立証負担が重い 

第３ 製造物責任法の改正私案 
   PL オンブズ会議 
    別紙④参照 

   IT・デジタル技術の急速な進歩 

EU の動きをも踏まえた法改正が必要 
実務家が要求する主な法改正点 
① 欠陥・因果関係の推定規定
② 製造物の範囲の拡大
③ デジタルプラットフォーム事業者の責任

第４ 結び 
１ 日本の消費者だけが不利な法的環境におかれている。 
２ 製品安全に関する行政規制は、消費者安全４法の改正（２０２５年１２月２５日施行）

で前進。 
   しかし、民事ルールは手つかず。 
３ 消費者委員会、消費者安全専門調査会を再起動し、製造物責任法の改正を検討し、消
費者庁に対し法改正を促していただきたい。 

添付資料 
① PL 訴訟の実情（ランチアデルタ事件）
② PL 訴訟の実情（温水便座発火事件）
③ PL 訴訟の実情（薪ボイラー発火事件）
④ PL オンブズ会議 PL 法改正案(２０１５年)
⑤ 消費者安全専門調査会 設置運営規程


